
実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

周産期医療体制運営事業 ○ ○ H16 9 4 ○ 200,866 73,940 20,499 106,427 ○ ○ ○ △ 2,005

先天性代謝異常等検査費 ○ S52 36 1 ○ 9,312 0 0 9,312 ○ ○ ○ 0

母子保健事業 ○ ○ S51 37 2 ○ 165,419 87,099 0 78,320 ○ ○ ○ ○ ○ 0

妊婦健診費無料化事業 ○ H18 7 1 ○ 200,450 0 149,544 50,906 ○ ○ ○ △ 270,458

健康づくり推進事業 ○ S22 66 5 ○ 4,370 405 0 3,965 ○ ○ ○ △ 1,249

メタボリック対策推進事業 ○ ○ H19 6 6 ○ 12,215 1,427 0 10,788 ○ ○ ○ △ 5,464

「笑いと健康」推進事業 元気な社会 ○ H19 6 1 ○ 1,449 0 0 1,449 ○ ○ ○ ○ ○ △ 65

元気長生きがん予防推進事業 元気な社会 ○ ○ H15 10 10 ○ 169,414 6,200 139,998 23,216 ○ ○ ○ △ 31,170

がん診療連携拠点病院機能強化事業 元気な社会 ○ H18 7 1 ○ 46,204 23,102 0 23,102 ○ ○ ○ ○ ○ 0

がん医療センター整備事業 元気な社会 ○ H19 6 1 ○ 273,163 0 101,319 171,844 ○ ○ △ 196,372

健康増進事業 ○ H20 5 1 ○ 38,632 21,370 0 17,262 ○ ○ ○ 0

特定健診・特定保健指導事業 ○ H20 5 1 ○ 63,716 0 0 63,716 ○ 0

健康診査管理指導事業 ○ S60 28 5 ○ 5,316 0 2,256 3,060 ○ ○ ○ △ 1,086

県民健康センター運営事業 ○ H6 19 1 ○ 2,555 0 0 2,555 ○ ○ ○ ○ 0

結核健康診断予防接種事業 ○ S26 62 1 ○ 2,860 0 0 2,860 ○ ○ ○ 0

結核対策諸費 ○ S32 56 1 ○ 216 0 0 216 ○ ○ ○ ○ ○ 0

結核対策特別推進事業 ○ H8 17 1 ○ 249 0 0 249 ○ ○ ○ 0

感染症予防事業 ○ M30 116 6 ○ 17,035 8,082 0 8,953 ○ ○ ○ 0

新型インフルエンザ対策事業 ○ H20 5 1 ○ 713 356 0 357 ○ ○ △ 227

エイズ予防事業 ○ S62 26 4 ○ 1,414 706 0 708 ○ ○ ○ ○ △ 177

肝炎対策事業 ○ ○ H18 7 3 ○ 14,101 7,135 5 6,961 ○ ○ ○ △ 113

口腔衛生対策事業費 ○ ○ S54 34 4 ○ 8,788 4,219 0 4,569 ○ ○ ○ ○ ○ 0

特定疾患対策事業費 元気な社会 ○ ○ S48 40 2 ○ 3,965 1,914 4 2,047 ○ ○ ○ ○ 0

重症難病患者在宅療養支援事業 元気な社会 ○ H19 6 1 ○ 3,888 936 0 2,952 ○ ○ ○ 0

難病支援センター事業 元気な社会 ○ S48 40 6 ○ 10,968 5,066 846 5,056 ○ ○ ○ ○ ○ 0

予防接種対策事業 ○ ○ H22 3 1 ○ 371,249 0 371,227 22 ○ ○ △ 258,327

予防対策委員会 ○ S56 32 1 ○ 761 0 0 761 ○ ○ ○ 0

ハンセン病療養者福祉事業 ○ S28 60 2 ○ 1,674 514 0 1,160 ○ ○ ○ ○ ○ △ 25

結核家庭訪問診査事業 ○ S26 62 2 ○ 2,122 538 0 1,584 ○ ○ ○ ○ 0

結核定期外健康診断予防接種事業 ○ S26 62 1 ○ 3,894 1,947 0 1,947 ○ ○ ○ 0

30 22 15 1 77 29 1 1,636,978 244,956 785,698 606,324 13 8 2 4 6 2 4 4 6 7 3 4 4 2 0 4 2 15 0 11 0 1 0 1 0 △ 766,738

福井新々元気宣言の位置
付け

平成２４年度事務事業評価結果(課・室)総括表

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
24年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

成果指標1結果分類

一般会計

（単位：千円）健康増進課

会計区分

課・室名

事 業 評 価 専 門 部 会 意 見



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 健康長寿推進 Ｇ

4 ■ ■ H16 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 9 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

140,929 101,207 288,678 160,858

193,269 101,207 339,849 184,439

193,193 100,892 327,516 184,052

82.7 98.6 99.3 88.5

90.4 95 91.5 92.6

45 1 26 3

32 1 1 46

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

予　算　額　（単位：千円）

 〕　／　整備目標

平成22年度に福井大学医学部附属病院のMFICU施設・設備整備に対して補助
平成22年度から、地域周産期母子医療センターに対して補助
平成23年度の国の交付要綱改正により、補助基準額改正と補助加算事項の追
加があり、補助額を増額
平成24年度に福井大学医学部附属病院を総合周産期母子医療センターに指定
し、運営費を補助106,427

国　　　　　庫

その他特定財源

[事業の評価]

危険性の高い妊娠や出産における安全性を確保し、総合的な周産期医療体制を整備するため、事
業を継続する。
なお、来年度は事業費(会議の開催回数等)の見直しを行うこととする。

一　般　財　源

平成２４年度予算額

200,866

区　　　　　　分

財源内訳 20,499

目標値、指標の積算根拠等
224,354

200,866

区　　　　　　分

38.1%

37.9%

44.3%

２４年度

周産期死亡率　全国１５位以内

新生児死亡率　全国１５位以内

周産期死亡率（順位）指標

県立病院　MFICU稼働率 

□

平成24年度に福井大学医学部附属病院を総合周産期母子医療センターに指定した。総合および地
域周産期母子医療センターの連携の一層の推進により、リスクの高い妊婦や新生児の受入体制の
安定化、医療従事者の負担軽減、提供する医療の質のより一層の向上が図られ、より安全で安心
な周産期医療体制が整備された。

完　　了

計 画 の 達 成 状 況

73,940

□

そ の 他□

■拡　　充

□

の推移 新生児死亡率（順位）成果

活動

指標

県立病院　NICU稼働率 

事業効果

廃　　止

継　　続

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

△ 2,005

［活動指標、成果指標に対する評価］
□ 終期の見直し

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

1,467.7%

771.2%

□

評価に

基づく

今後の

対　応

□

見　直　し　額

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

Ⅰ

事業開始後の見直し状況

3.0%

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

0.9%

そ の 他

含まれる事業数

法定受託事務

事務区分

健康増進

結果分類

平均伸び率

県　単
事　業
開　始
年　度

特別会計
企業会計

会計区分

事業終了
予定年度

（１）周産期医療体制運営事業
　　　　県立病院の運営費に対して補助する。
　　　　周産期医療協議会を開催して、妊娠中・出産において危険な状況が発生した際に緊急の母体搬送等を行うための連絡体制や搬送方法等について検討し、より効果的な運営のための見直しを行う。
（２）周産期医療情報システム経費
　　　　産科医院等が緊急時に直ちに搬送先に受入れ要請ができるように、専門医による手術等の対応の可否やベッドの空き状況等を即時に確認するための情報システムを運営する。
（３）地域周産期母子医療センター運営費補助
　　　　地域周産期母子医療センター（愛育、済生会、赤十字、市立敦賀、公立小浜）の運営費に対して補助する。
（４）総合周産期母子医療センター整備運営支援事業
        福井大学医学部附属病院の運営費に対して補助する。

一般会計

部（庁）

実行予算

補 助 金

事      業      名

経過年数

[予算額および指標の推移等]

［事業内容］

[事業目的]

　総合周産期母子医療センター（県立病院、福井大学医学部附属病院）を中心に、各地区の中核的な産科・小児科病院および地域の産科医院等の連携を強化し、危険性の高い妊娠や出産における安全性を
確保する仕組みをつくることにより、新生児の死亡率の減尐や周産期における母体・胎児の死亡率の減尐を目指す。

（単位：千円）

その他

国　庫周産期医療体制運営事業

－１－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ S52 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 36 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

16,199 16,214 16,142 12,690

16,741 16,214 12,942 12,047

16,062 15,358 12,290 11,598

8,065 7,838 7,664 7,542

112.9 111.3 111.4 112.1

5 9 7 8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

健康増進

県　単

実行予算

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

部（庁）

△ 7.3%

［事業内容］

補 助 金

そ の 他

[事業目的]

　出生児の保護

法定受託事務その他

△ 2.2%

（単位：千円）

結果分類
9,312

２４年度

11,737

尐子化の中、一人でも多くの新生児の健やかな成育を図っていく必要があり、事業を継続する。
（H25年度から新たな検査法としてタンデムマス法を導入。また、対象疾患を６疾患から２２疾患
に拡大。） 見　直　し　額

区　　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

平成２４年度予算額

財源内訳

一　般　財　源

□

評価に

基づく

今後の

対　応

△ 0.4%

9,312

そ の 他

毎年一定数の患者を発見しており、成果を上げている。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

千　円

□

〕　　　＝　　　〔

拡　　充 □ 終期の見直し

完　　了継　　続 □

整理統合□

■ 縮　　減

□

休　　止

事　業
開　始
年　度

指標

9,312

国　　　　　庫

その他特定財源

 〕　／　整備目標

患者発見数

計 画 の 達 成 状 況

・平成１３年度から一般財源化
・先天性代謝異常等検査を平成１５年６月から外部委託

国　庫

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

事      業      名

地域保健

先天性代謝異常等検査費 含まれる事業数

　新生児について血液マス・スクリーニングを行い、先天性代謝異常等を早期に発見し、早期治療の指導を行う。

[予算額および指標の推移等]

Ⅲ

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

平均伸び率

[事業の評価]

所属の

方　針

□

廃　　止

検査数

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

［活動指標、成果指標に対する評価］

当 初 予 算 額 の 推 移

活動

目標値、指標の積算根拠等

事業効果

の推移

△ 13.2%

△ 10.0%

実施率成果

指標

Ⅱ１次検査数／出生数×１００　（出生数は６月ごろ概数で発表（確定値は９月ごろ））

19.3%

－２－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域保健 Ｇ

2 ■ ■ S51 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 37 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

64,726 103,963 104,590 142,067

95,826 147,463 142,590 142,067

80,639 114,528 124,157 145,885

27 32 34 38

78 78 78 87

816(152) 859(154) 935(189) 1088(177)

39.5 41.6 39.6 40

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

不妊治療実施医療機関指定数

事業効果

不妊治療費助成制度利用件数成果

活動

不妊専門相談窓口利用件数指標

の推移

決 算 額 の 推 移

78,320

87,099

不妊治療費助成制度利用者妊娠率

計 画 の 達 成 状 況

平成２４年度予算額

165,419

指標

所属の

方　針

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

財源内訳

・平成１８年度から不妊治療費助成事業は助成回数を１回／年から２回／年に、助成期間
を５年間から無制限に制度を拡充
・平成１９年度から不妊治療費助成事業は助成回数を３回／年に拡充
・平成２１年度から国の助成単価が増額された。（1、2回目　10万円/回→15万円/回）
・平成２２年度に思春期教育事業を実施
・平成２３年度から国の助成が拡充（初年度は3回目まで15万/回、5年間で10回まで助成）

区　　　　　　分

健康福祉 健康増進

事　業
開　始
年　度

部（庁）

実行予算国　庫

県　単

23.7%
結果分類

Ⅰ

3.8%

()内は県助成制度の利用件数

平均伸び率

16.7%

法定受託事務

22.6%

目標値、指標の積算根拠等

１　女性の健康相談窓口運営事業…女性特有の健康問題の悩みを抱える方に対し、適切な情報提供や専門スタッフによる相談を行う。

２　不妊治療費助成事業…不妊治療を受けている夫婦からの申請を受けて治療費の一部を助成する。

[予算額および指標の推移等]

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

（単位：千円）

165,419

［活動指標、成果指標に対する評価］

□■

□ 拡　　充

評価に

基づく

今後の

対　応

不妊治療費助成事業については、今後も、不妊治療を受けている夫婦の経済的負担を軽減し治療
を受ける機会を増やす必要があるため事業を継続する。（H25からは一部の治療について助成限度
額を見直し）
相談窓口についても、生涯を通じて女性の健康を保持増進するためには、女性の健康問題に関し
気軽に相談できる体制が必要であるため、事業を継続する。

不妊治療費助成事業の利用件数および助成制度利用者の妊娠率ともに年々増加している。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
□

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

経過年数

その他

補 助 金

そ の 他

事業終了
予定年度

一般会計
特別会計

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

Ⅰ

事務区分

0.5%

□休　　止

□□ 縮　　減

継　　続

千　円

終期の見直し

事業開始後の見直し状況

見　直　し　額

整理統合□ そ の 他

完　　了

廃　　止

含まれる事業数
事 業
区 分

［事業内容］

[事業目的]

事      業      名 母子保健事業

企業会計
会計区分

□

〕　　　＝　　　〔

　女性の健康問題に関する相談窓口運営や不妊治療費に対する助成を行い、母子保健の向上に寄与する。

２４年度

138,801

Ⅲ

12.2%

(面接：医師3件、電話84件）

Ⅰ

－３－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域保健 Ｇ

1 □ □ H18 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 7 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

37,813 292,834 254,748 262,795

54,343 242,049 213,644 307,172

39,572 179,034 196,409 285,155

14,028 14,350 16,097 18,054

44,656 48,893 49,769

1,205 1,232 1,216 1,241

7,042 6,874 6,728

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事務区分

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 健康増進

経過年数

［事業内容］

①基金事業
　　（内容）市町の妊婦健診費用助成経費（６回目以降）に対し、県（基金）が１／２を助成
　　（対象）全妊婦
②３人っ子応援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業
　　（内容）市町の妊婦健診費用助成経費（全１４回目）に対し、県が１／２を助成
　　（対象）第３子以降

事      業      名 妊婦健診費無料化事業 含まれる事業数
事 業
区 分

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

85.7%

[事業目的]

　健康保険が適用されず経済的負担の大きい妊婦健診について、妊婦が健診費用の心配をせずに、必要な回数（１４回程度）の妊婦健診を受けられるよう、市町が行う妊婦健診の公的負担の拡充に対し補
助する。
　また、対象が全妊婦対象となることによる市町の財政負担の軽減を図るため、「ふくい３人っ子応援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」により第３子以降の妊婦健診に県独自助成を継続して行う。

自 治 事 務

法定受託事務その他 そ の 他

国　庫

県　単 補 助 金

166.9%

[予算額および指標の推移等]

平均伸び率

事業終了
予定年度

結果分類

（単位：千円）

実行予算
事　業
開　始
年　度

目標値、指標の積算根拠等
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 200,450

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分 ２４年度

当 初 予 算 額 の 推 移 270,458

135.8%

8.9%活動 健診受診件数（３人っ子応援事業）

指標 出生数 △ 2.3%

Ⅰ

5.7%

1.0% 6月ごろ概数発表、確定は9月ごろ

Ⅰ事業効果 指標 健診受診件数（基金事業）

の推移 成果 第３子以降出生数

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

6月ごろ概数発表、確定は9月ごろ

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 200,450 平成21年度から全妊婦の妊婦健診（全14回分）が原則無料化となるよう基金を
創設
平成24年度末で、国の基金事業および第３子以降を対象とした県の補助金を終
了

区　　　　　　分 平成２４年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 50,906

[事業の評価]

拡　　充

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 149,544

□ 縮　　減 終期の見直し□

□ 完　　了

そ の 他

千　円

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□
国の基金は平成24年度で終了するが、地方交付税により全１４回の財源が担保されることから、
引き続き、妊婦が必要な回数の妊婦健診を受けられるよう市町に要請する。

妊婦健診受診件数は年々増加している。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 継　　続 □ 休　　止

△ 270,458

整理統合 ■ 廃　　止 □

見　直　し　額

－４－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 健康長寿推進 Ｇ

5 ■ ■ S22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 66 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

4,538 2,862 3,930 9,594

4,559 2,640 3,930 8,349

4,213 2,330 2,515 7,001

1 1 1 1

8 8 8 8

78.0 78.2 79.0

83.0 83.1 83.8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

0.7%

特　記　事　項

その他

（単位：千円）

47.2%

0.0%

結果分類

△ 1,249

□

縮　　減 □

千　円

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

■

そ の 他

１．食生活改善推進員講習会開催委託料　　　　　　食生活改善推進員リーダーを対象とした講習会の開催を委託
２．健康づくり推進協議会運営費　　　　　　　　　県民の健康づくり施策を総合的に検討するため、健康づくり推進協議会を開催
３．メタボリック健診普及事業　　　　　　　　　　メタボリックシンドロームに着目した健診、保健指導が円滑に実施されるよう、医療保険者等への支援や保健指導を行う人材の育成
４．「元気な福井の健康づくり応援計画」改定事業　「福井県健康づくり推進協議会」等を活用して計画の改訂作業を実施
５．子どもの目の健康プロジェクト事業　　　　　　本県の近視に関係する生活環境や遺伝的要因について調査し、近視の進行を抑制するための対応策を検討

区　　　　　　分

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

22.5%

Ⅱ

目標値、指標の積算根拠等
17.9%

Ⅱ

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事      業      名

4,370

8

1

4,370

食生活改善推進員講習会開催回数

含まれる事業数

［事業内容］

[事業目的]

健康づくり推進事業

成果

事業効果 指標

計 画 の 達 成 状 況

指標

の推移

　　　　　　　　（女性）

福井県の健康寿命（男性）

活動 健康づくり推進協議会開催回数

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成２４年度予算額

4,370

405

財源内訳

3,965

区　　　　　　分

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

実行予算

部（庁）

県　単

健康福祉 健康増進

全国トップクラスを維持　※平成２２年度は厚生労働省研究班公表データ

0.0%

国　庫

補 助 金

県民の生涯における健康管理のため、幼児期から老年期に至るライフステージに応じた保健施策を推進し、地域・学校・職場等における継続的かつ総合的な健康づくり体制の構築をめざす。

２４年度

法定受託事務

完　　了休　　止

福井県の健康寿命
（平成１７年　福井県調査）　　　　　　　　　　　　（平成２２年　厚労省研究班調査）
　　　男性　　　　　　女性　　　　　　　　　　　　 　　　　　男性　　　　　 女性
　　７７．８歳　　 　８３．０歳　　　　　　　　　　　　　　　７９．０歳　　　８３．８歳
＊人口動態調査・要介護認定データ利用　　　     全国３位　　　全国４位

平成２２年度：東海北陸近畿ブロック母子保健主管課課長会議の開催
平成２２年度：第８３回日本産業衛生学会の開催にかかる費用の補助（定額）
平成２３年度：「健やか親子２１全国大会」の開催
平成２４年度：第３次「元気な福井の健康づくり応援計画」策定

□　県民の生涯を通じた健康づくり施策を総合的かつ継続的に推進するため、今後も事業を継続する。
　第３次「元気な福井の健康づくり応援計画」の推進体制の強化のため、地域診断とその対策の推進を目的としたわがまち健
康づくり推進プロジェクト研修会を年２回実施し、来年度から各健康福祉センターで開催する地域・職域連携推進協議会とが
ん職域受け入れ検討会議を一本化し、開催回数を年２回とする等事業費の見直しを行うこととする。
　なお、メタボリック健診普及事業は24年度で終了とする。 見　直　し　額

国　　　　　庫

その他特定財源

0.5%

□

事業開始後の見直し状況

そ の 他

□

終期の見直し

継　　続
評価に

基づく

今後の

対　応

拡　　充

整理統合

一　般　財　源

□

□

廃　　止

事　業
開　始
年　度

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□
　健康づくり推進協議会および母子保健部会、歯科保健部会、職域保健部会において、生涯を通
じた県民の健康づくりのための方策を検討した。

－５－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 健康長寿推進、がん対策推進 Ｇ

6 ■ ■ H19 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

9,309 5,703 11,692 12,943

9,309 4,425 6,870 10,581

8,160 3,326 4,613 9,101

104 121 41 60

31.7

31.4 29.0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 5,464 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

完　　了

平成２２年度から特定健診受診体制向上事業を開始
平成２３年度に「なかまと共に禁煙しようproject」実施
平成２３年度に福井県慢性腎臓病対策協議会を設置
平成２４年度職場の禁煙対策として禁煙指導者研修会を実施
平成２４年度に「ふくい健幸美食」認定事業、「みんなで歩こうｐｒｏｊｅｃｔ」実施

[事業の評価]

財源内訳

終期の見直し

評価に

基づく

今後の

対　応

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
　低塩分で野菜たっぷりな「ふくい健幸美食」の家庭料理やスーパーで提供する惣菜への拡大や、「みんな
で歩こうｐｒｏｊｅｃｔ」の参加者の増加など、県民の健康づくりを推進していく。たばこ対策では、全体
での取組みを進める行動指針の策定や職場での受動喫煙防止対策の支援や保健指導者を対象とした研修会の
実施といったたばこ対策について検討する。
　なお、来年度は事業費の見直し（事業の整理統合等）を行うこととする。

見　直　し　額

拡　　充 ■ □

継　　続 □ 休　　止

縮　　減

□

一　般　財　源 10,788

国　　　　　庫 1,427

予　算　額　（単位：千円） 12,215

その他特定財源

　24年度は、「ふくい味の週間」にあわせて低カロリー・低塩分で野菜を多く使ったヘルシーな
メニューを「ふくい健幸美食」として認定し、３２の飲食店で提供し、食を通じた健康づくりを
推進した。また、ウォーキングを中心とした健康づくりを推進するため、「みんなで歩こう
project」を実施し、参加者数は目標を上回った。禁煙対策では、たばこの害と受動喫煙対策につ
いて、啓発活動および企業に対して禁煙指導者研修会を実施した。

□

区　　　　　　分 平成２４年度予算額 事業開始後の見直し状況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
□

□

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

結果分類
12,215 18.1%

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

25.6%

17.9%

指標 みんなで歩こうproject参加者数

H24年度目標　15％以下

計 画 の 達 成 状 況

指標 成人の喫煙率（男性）

の推移 成果 20～60歳代の男性の肥満者割合

H24年度目標　32％以下△ 0.1

事業効果 Ⅳ

60 △ 0.9% Ⅳ

H24年度目標　10,600人

出前健康講座の開催数活動

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分 ２４年度

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移 12,215

（単位：千円）

そ の 他

補 助 金福井新々元気宣言の

 位 置 付 け 法定受託事務

事業終了
予定年度

［事業内容］

１．特定健診受診体制向上事業　　　            医療機関が保有している特定健診の検査情報を各保険者（市町）に提供し、対象者の負担軽減を図るとともに、適切な保健指導を受ける機会を提供する。
２．運動普及支援事業        　　　            県民が自ら楽しくウォーキングを中心とした運動に取り組むことができるよう「みんなで歩こうproject」を実施する
３．慢性腎臓病（CKD）対策   　　　            糖尿病や腎臓病専門医、医療スタッフ、患者等が連携を図り、事業の企画・評価を実施するための連絡協議会を設置するとともに、糖尿病に関する正しい知識の普及啓発を実施
４．「野菜をたっぷり食べよう運動」委託事業　　スーパーや直売所等で野菜料理の試食を提供し、生活習慣病の予防につながる野菜料理の適切な摂取を普及
５．禁煙サポート事業　　　　　　　　　　　　　たばこ対策会議の開催、喫煙対策のモデル事業所をホームページで周知
６．ふくいの食と健康づくり普及事業　　　　　　福井の食材を活かした健康メニューの発信や福井県下の飲食店による健康メニューの提供を実施

メタボリック（内臓脂肪症候群）の予防、解消の推進

事　業
開　始
年　度

その他

事 業
区 分

メタボリック対策推進事業 含まれる事業数

県　単

所　　属 部（庁）健康福祉

事      業      名

[事業目的]

国　庫 実行予算

事務区分経過年数

健康増進

自 治 事 務

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－６－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ H19 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

2,561 3,219 2,489 2,302

2,561 3,219 2,489 2,302

2,387 2,488 2,303 1,792

550 500 500 600

5

88.7

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 健康増進 感染症・疾病対策

事 業
区 分

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

元気な社会

　心の面から健康長寿に大きな影響を持つと考えられる「笑い」を県民の健康づくりに導入し、県民の心身両面からの健康長寿を推進

実行予算
事　業
開　始
年　度

２４年度

経過年数

[事業目的]

１．笑いと健康に関する研修会開催
　　・医療・介護従事者向けに「笑いと健康」について医学的知見に関する研修会を開催

２．「笑いの講師」派遣事業
　　　県内の落語愛好者等を要望のある医療施設や福祉施設へ派遣

３．「笑い講」の開催
　　　関西大学と連携し、県民向けに「笑いと健康」に関する講座を開催

所　　属 健康福祉

［事業内容］

国　庫

県　単

すぐれた医療と支えあいの福祉

自 治 事 務

その他 そ の 他

事務区分
事業終了
予定年度

法定受託事務

補 助 金

事      業      名 「笑いと健康」推進事業 含まれる事業数

△ 10.4%

△ 10.4%

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移 1,449

区　　　　　　分

100.0%

活動 普及研修会等の参加者数 400

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,449

決 算 額 の 推 移 △ 8.5%

△ 5.6%

結果分類

（単位：千円）

目標値、指標の積算根拠等

Ⅳ

Ⅳ

Ⅳ

〕　　　＝　　　〔

事業効果 指標 笑いの講師派遣施設数 10

の推移 成果 日常生活に積極的に笑いを取り入れようと思った人の割合 88.5

1,449

指標

△ 0.2%

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

Ⅳ

■

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 1,449 ・21、22年度について、衛生環境研究センターにおいて「笑いの研究」を実施
・19年度から、関西大学と連携し、ふくい笑い講を開催（24年度から福井県0予
算）
・23年度から、「笑いの講師」派遣事業を実施
・24年度から、笑いと健康に関する研修会の開催

区　　　　　　分 平成２４年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

縮　　減

[事業の評価]

拡　　充

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

見　直　し　額

□ 完　　了

そ の 他

千　円△ 65

終期の見直し□

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□　一般市民を対象とした普及啓発ではなく、福祉施設等での笑いの実演や施設職員等に対する研
修事業をメインとし、保健・福祉・医療分野の従事者等を対象とした「笑いと健康」に関する専
門的知見に関する内容の研修会および福祉施設等への落語愛好者の派遣事業を実施する。
　なお、来年度は事業費(旅費)の見直しを行うこととする。

　高齢者福祉に従事する者を対象に笑いの効用についての講義や笑いを広げる実践活動を紹介し
た研修会を開催し、施設における「笑い」を生かした健康づくりの普及啓発を図るとともに、参
加者に対しアンケート調査を実施し、事業目標の達成状況を検証した。
　福祉施設等に落語愛好者を派遣する「笑いの講師」派遣事業を実施し、入所者等に対する心身
の健康の保持・回復の促進を図った。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □ 廃　　止

－７－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) がん対策推進 Ｇ

10 ■ ■ H15 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 10 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

45,826 55,280 109,602 162,854

25,205 96,041 56,094 80,948

20,842 89,768 36,214 67,114

19 18 22 9

22,380

624 552 657 223

23.9% 26.7% 28.7% 31.0%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事務区分

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 健康増進

経過年数

［事業内容］

１．元気長生きがん予防推進事業　　　　　団体やマスコミ等と連携して普及啓発を行う。
２．がん検診受診者拡大事業　　　　　　　市町からがん検診未受診者に対する受診勧奨に要する経費の一部を補助する。
３．市町検診受診率アップ推進事業　　　　市町が実施するがん検診において、前年度より伸びた受診者数の検診経費の一部を補助する。
４．がん検診受診勧奨センター事業　　　　全県を対象にしたがん検診受診勧奨センターを設置し、がん検診未受診者に対して、電話による受診勧奨を実施する。
５．マンモグラフィ整備事業　　　　　　　乳がんの個別検診体制を整備するため、医療機関等が行うマンモグラフィ整備に要する経費に対して補助する。
６．がん検診受診実態調査　　　　　　　　県民のがん検診の受診実態を明らかにするため、県内医療機関等における主要がん検診の受診状況調査を実施する。
７．がん検診車整備事業　　　　　　　　　がん検診を実施するために必要な検診車を整備する検診機関に対し、費用の一部を助成する。
８．がん対策推進計画改定事業　　　　　　がん対策推進計画策定委員会を開催し、国のがん対策推進基本計画を基に、がん対策推進計画を策定する。
９．がん検診予約システム　　　　　　　　インターネット等によるがん検診予約システムおよびがん情報提供システムを整備する。
１０．在宅緩和ケア推進検討モデル事業  　検討会議で「在宅緩和ケアを実施するための支援体制の在り方」および「研修プログラム」案を取りまとめる。

事      業      名 元気長生きがん予防推進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

元気な社会

すぐれた医療と支えあいの福祉

98.3%

[事業目的]

がん予防・がん検診についての総合的な対策を推進して、がん検診受診率の抜本的な向上を図り、「がん予防・登録・治療日本一」を推進する

自 治 事 務

法定受託事務その他 そ の 他

国　庫

県　単 補 助 金

47.8%

[予算額および指標の推移等]

平均伸び率

事業終了
予定年度

結果分類

（単位：千円）

実行予算
事　業
開　始
年　度

目標値、指標の積算根拠等
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 169,414

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分 ２４年度

当 初 予 算 額 の 推 移 201,347

118.8%

△ 14.1%活動 出前がん検診実施回数（ショッピングセンター等）

指標 がん検診受診率 9.1%

Ⅰ

11.3%

△ 19.5% Ⅳ

平成２３年度から実施している事業所出前検診数は平成24年度４６回実施

事業効果 指標 がん検診受診勧奨数 24,918

の推移 成果 出前がん検診受診者数（ショッピングセンター等）

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

目標：がん検診受診率　平成２４年度に５０％超　　※特記事項

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 169,414 平成１０年度：がん検診の一般財源化
平成２２年度：がん征圧全国大会を開催
平成２２年度：市町が実施するがん検診受診経費の補助制度を見直し
　・5大がんの受診者数の合計が増加した場合にのみ補助
　・個別検診経費に見合った補助単価を設定し、集団検診経費との差額を補助
平成２３年度から事業所出前検診事業、がん検診受診勧奨センター事業を実施

区　　　　　　分 平成２４年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 23,216

[事業の評価]

拡　　充

 平成20年度受診率 　　　平成21年度受診率　平成22年度受診率　平成23年度受診率
胃がん　　　　19.9％　　 　 21.8％　　　　　　　21.2％　　　　　21.6%
肺がん　　　  36.5％　　　　42.0％　　　　　　　45.0％          54.1%
大腸がん　　  25.8％　　  　26.6％　　　  　　　27.3％          27.3%
乳がん　　　　16.9％　　　  18.9％　　　　　　　22.5％          22.0%
子宮がん　  　14.7％        18.3％　　　　　　　23.1％          24.0%

財源内訳

国　　　　　庫 6,200

その他特定財源 139,998

■ 縮　　減 終期の見直し□

□ 完　　了

そ の 他

千　円

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□
　来年度は今年度構築したがん検診受診へのアクセスを改善するための「がん検診予約システム」を稼働す
る等、がん予防・がん検診についての総合的な対策を実施し、がん検診受診率50％達成に向けて事業を継続
する。また、平成25年度は、受診券の発行対象を19万人から31万人に拡大し、受診促進を図る。
　なお、来年度は事業費の見直し（がん講演会の廃止等）を行うこととする。

　平成23年度のがん検診受診率は、平成22年度と比較して大腸・乳がんを除く他のがんにおい
て、受診率が向上した。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 継　　続 □ 休　　止

△ 31,170

整理統合 □ 廃　　止 □

見　直　し　額

－８－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) がん対策推進 Ｇ

1 ■ □ H18 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

２０年度 ２1年度 ２２年度 ２３年度

29,908 31,246 31,246 40,068

29,908 31,246 31,246 40,068

29,908 31,246 31,246 39,101

18 19 22 26

2 1 2 1

1,304 2,082 3,510 5,071

81 107 145 141

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

完　　了

平成23年度から県立病院に病理医育成事業を追加（6,000千円）

[事業の評価]

財源内訳

終期の見直し
評価に

基づく

今後の

対　応

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　質の高いがん医療体制を確保するためには、がん診療連携拠点病院における、がん相談支援セ
ンターの運営や、院内がん登録事業、医療従事者研修事業等が必要であることから、今後も事業
を継続する。来年度からは新たにがん患者就労支援・情報提供事業を追加する。 見　直　し　額

拡　　充 □ □

継　　続 □ 休　　止

縮　　減

□

一　般　財　源 23,102

国　　　　　庫 23,102

予　算　額　（単位：千円） 46,204

その他特定財源

　各拠点病院において、がん医療従事者研修を開催することにより、地域の医療機関等の医師や
放射線技師等の資質向上が図られている。

□

区　　　　　　分 平成２４年度予算額 事業開始後の見直し状況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
■

□

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

結果分類
46,204 12.0%

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

9.9%

12.0%

指標 都道府県がん診療連携協議会開催数

計 画 の 達 成 状 況

指標 ｾｶﾝﾄﾞｵﾋﾟﾆｵﾝ医師の紹介件数

57.6%の推移 成果

Ⅰ

Ⅰ相談件数

21.6%

事業効果 Ⅰ

13.2%

0.0%

Ⅰがん医療従事者研修開催数活動

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分 ２４年度

[予算額および指標の推移等]

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移 46,204

（単位：千円）

そ の 他

補 助 金福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

元気な社会

法定受託事務

事業終了
予定年度

［事業内容］

　１．がん診療連携拠点病院に対し、がん医療の水準向上に要する経費を補助する。
　　　実施主体　　福井県立病院、福井済生会病院、福井赤十字病院
　　　事業内容　　　（１）院内がん登録促進事業
　　　　　　　　　　（２）がん相談支援事業
　　　　　　　　　　（３）がん医療従事者研修事業
　　　　　　　　　　（４）地域のがん診療連携事業
　　　　　　　　　　（５）病理医の育成事業
　　　　　　　　　　（６）がん診療連携拠点病院ネットワーク事業

県内のがん患者が、居住する地域にかかわらず、等しく質の高いがん医療を受けられる体制を整備する。

事　業
開　始
年　度

その他

事 業
区 分

すぐれた医療と支えあいの福祉

がん診療連携拠点病院機能強化事業 含まれる事業数

県　単

所　　属 部（庁）健康福祉

事      業      名

[事業目的]

国　庫 実行予算

事務区分経過年数

健康増進

自 治 事 務

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－９－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) がん対策推進 Ｇ

1 □ ■ H19 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 6 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

52,861 76,159 117,836 156,380

81,681 65,628 33,259 217,672

53,195 65,628 33,259 217,129

1 1 2 3

19,072 21,307 22,385 24,916

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 196,372 千　円

整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

完　　了

平成20年度から胃がんのチーム医療を実施
平成22年度から大腸がんを追加
平成23年度から肺がんを追加
平成24年度から肝がんを追加

[事業の評価]

財源内訳

終期の見直し
評価に

基づく

今後の

対　応

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
　平成25年度は、さらに平成２４年度「がん医療センター」の移転拡充整備した外来部門の化学
療法のベッド数を現在の１６床から４床増床し機能拡充を行い、「乳がん」「子宮がん」につい
てもチーム医療を導入し、患者一人ひとりに応じた最先端のがん治療を提供していく。
　なお、来年度は事業費の見直し（収差補填の繰出廃止）を行うこととする。

見　直　し　額

拡　　充 ■ □

継　　続 □ 休　　止

縮　　減

□

一　般　財　源 171,844

国　　　　　庫

101,319

予　算　額　（単位：千円） 273,163

その他特定財源

　平成21年2月に県立病院内に開設した「がん医療センター」において、「胃がん」「大腸がん」
「肺がん」および平成24年度から新たに「肝がん」についてチーム医療を実施した。

□

区　　　　　　分 平成２４年度予算額 事業開始後の見直し状況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
□

□

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

結果分類
273,163 127.8%

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

175.6%

55.5%

指標

計 画 の 達 成 状 況

指標

9.4%の推移 成果 患者数

事業効果

1 20.8% Ⅰチーム医療導入部門数活動

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分 ２４年度

[予算額および指標の推移等]

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移 297,691

（単位：千円）

そ の 他

補 助 金福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

元気な社会

法定受託事務

事業終了
予定年度

［事業内容］

がんの高度な診療診断・臨床研究の拠点となる「がん医療センター」を整備

（１）県立病院内に、「がん医療センター」の体制を整備し、診療科横断の「チーム医療」を導入
（２）がん専門医等の確保・養成による治療技術の向上
（３）国立がんセンターや他県のがんセンター等との連携

県民が高水準のがん治療を受けられる体制を整備し、「がん予防・登録・治療日本一」を推進する。

事　業
開　始
年　度

その他

事 業
区 分

すぐれた医療と支えあいの福祉

がん医療センター整備事業 含まれる事業数

県　単

所　　属 部（庁）健康福祉

事      業      名

[事業目的]

国　庫 実行予算

事務区分経過年数

健康増進

自 治 事 務

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－１０－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 健康長寿推進 Ｇ

1 ■ □ H20 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

18,703 15,016 16,313 16,785

17,914 17,833 19,528 36,951

16,313 16,785 17,660 33,482

38,698 41,708 42,803 37,581

56.2% 56.3% 55.0% 53.6%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

経過年数

38,632

□□

38,327

　住民の健康づくりと疾病予防を図るため、各市町において健康教育、健康相談等が実施されて
いる。

評価に

基づく

今後の

対　応

国　庫

そ の 他

（三大生活習慣病死亡者数÷死亡総数）×１００　（Ｈ19全国平均 57.7％）

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

事業終了
予定年度

△ 0.6%

市町が健康増進法に基づき４０歳以上の住民を対象に行う保健事業に対し、経費の１／３を補助する。

［事業内容］

事　業
開　始
年　度

□拡　　充

千　円

終期の見直し

そ の 他

完　　了

廃　　止 □整理統合

決 算 額 の 推 移

活動

指標

□

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

区　　　　　　分

[予算額および指標の推移等]

健康増進事業

２４年度

[事業目的]

〕　　　＝　　　〔

平成23年度から、肝炎ウィルス検診の個別勧奨メニュー（40歳から５歳刻みの者
に個別勧奨通知を行い、対象者の自己負担相当額について10割補助）が新たに
追加

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

△ 1.5%

□

見　直　し　額

■

縮　　減

□

休　　止

□

継　　続

事務区分

Ⅰ

Ⅲ

30.0%

25.7%

32.6%

結果分類

壮年期からの健康づくりと、疾病の予防、機能訓練等の保健事業を総合的に実施し、住民の保健に対する意識を向上させ、健康の保持増進を図る。

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

法定受託事務

部（庁）

県　単

含まれる事業数

補 助 金

事      業      名

（単位：千円）

健康増進

実行予算

その他

一　般　財　源

当 初 予 算 額 の 推 移

38,632予　算　額　（単位：千円）

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事業効果

健康教育、健康相談等実施者数

の推移

計 画 の 達 成 状 況

事業開始後の見直し状況

三大生活習慣病死亡率成果

指標

平成２４年度予算額区　　　　　　分

17,262

財源内訳

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
[事業の評価]

21,370

　高齢化社会において、すこやかな老後をおくるためには、壮年期からの健康づくりと疾病予防
などの総合的な保健事業の実施が必要であり、今後も事業を継続する。

国　　　　　庫

その他特定財源

－１１－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 健康長寿推進 Ｇ

1 ■ □ H20 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

121,144 52,000 36,000 49,765

31,024 37,544 37,405 69,210

29,012 37,544 37,396 69,210

30,586 31,979 34,445 35,895

976 1,426 1,325 1,289

24.4% 25.2% 27.3% 28.4%

20.1% 30.5% 27.9% 28.2%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事務区分

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 健康増進

経過年数

［事業内容］

市町国民健康保険が、４０～７４歳の保険加入者を対象に行う特定健診・特定保健指導事業に対し、経費の１／３を負担する。

事      業      名 特定健診・特定保健指導事業 含まれる事業数
事 業
区 分

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

24.4%

[事業目的]

糖尿病等の生活習慣病有病者・予備群を減尐させるために、平成20年度から医療保険者に義務付けられた、特定健診・特定保健指導の円滑な実施を図るため、医療保険者の取り組みに必要な経費の一部を
負担する。

自 治 事 務

法定受託事務その他 そ の 他

国　庫

県　単 補 助 金

△ 8.7%

[予算額および指標の推移等]

平均伸び率

事業終了
予定年度

結果分類

（単位：千円）

実行予算
事　業
開　始
年　度

目標値、指標の積算根拠等
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 63,716

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分 ２４年度

当 初 予 算 額 の 推 移 57,121

38.0%

5.5%活動 特定健診受診者数

指標 特定保健指導実施率 14.8%

12.1%

5.2% 平成24年度　６５％

事業効果 指標 特定保健指導実施者数

の推移 成果 特定健診実施率

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

平成24年度　４５％

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 63,716

区　　　　　　分 平成２４年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 63,716

[事業の評価]

拡　　充

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

□ 縮　　減 終期の見直し□

□ 完　　了

そ の 他

千　円

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□
　特定健診受診率、特定保健指導実施率向上のため、今後も事業を継続する。

　平成24年度までに糖尿病等の生活習慣病有病者・予備群を10％減尐させるため、平成20年度か
ら全市町国保において、特定健診・特定保健指導を実施している。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □ 廃　　止 □

見　直　し　額
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

5 □ ■ S60 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 28 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

2,592 2,734 2,804 4,892

2,592 2,800 2,947 4,809

2,456 2,619 2,530 3,965

7,309 6,991 7,588 6,851

1,280 1,219 1,281 1,387

47.1% 47.0% 49.2% 48.4%

10.7% 10.7% 10.0% 9.1%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

0

その他特定財源

予　算　額　（単位：千円）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

計 画 の 達 成 状 況

5,316

指標 脳卒中死亡率

医療機関からの届出件数7,855活動

〕　　　＝　　　〔

指標

1.0%

縮　　減

 〕　／　整備目標

死亡者数に占める脳卒中死亡者の割合

Ⅰ

Ⅲ

2.3%

［事業内容］

[事業目的]

[予算額および指標の推移等]

２４年度

5,316

生活習慣病の早期発見・早期治療を図るため、市町村等で行われている健康診査等事業について、より効果的・効率的な実施を目指す。

結果分類

１．がん委員会運営（附属機関）　　　　　専門的な見地から、がん登録データの分析および市町村等の健康診査事業に対する指導・助言を行う。
２．がん登録事業　　　　　　　　　　　　がん委員会の指導と医療機関の協力によりがん登録を実施し、がん患者の動向を把握し分析する。
３．脳血管等疾患委員会運営（附属機関）　専門的な見地から脳卒中登録データの分析および市町村の在宅サービス事業に対する指導・助言を行う。
４．脳卒中登録事業　　　　　　　　　　　医療機関の協力により脳卒中登録を実施し、罹患率・生存率等の計測および分析を行う。
５．がん登録室設置・移転　　　　　　　　健康増進課内に設置してある地域がん登録システムを県立病院内に移転、設置し、個人情報を適正に管理する。

当 初 予 算 額 の 推 移
目標値、指標の積算根拠等

含まれる事業数健康診査管理指導事業 実行予算

補 助 金

そ の 他

国　庫

県　単

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

21.8%

1,140

□

医療機関からの届出件数

５０～６０歳代の死亡者数に占めるがん死亡者の割合

事業開始後の見直し状況

3,060

2,256

所属の

方　針

千　円

完　　了□

■拡　　充

5,316

そ の 他

平成24年度にがん登録室を健康増進課内から県立病院内に移転・設置

廃　　止

□

□ □

終期の見直し

[事業の評価]

継　　続

（単位：千円）

事　業
開　始
年　度

20.0%

特　記　事　項

22.8%

△ 5.2%

事務区分
事 業
区 分

法定受託事務

健康福祉 がん対策推進、健康長寿推進部（庁）

休　　止

　がんや脳血管疾患の予防対策を推進するにあたっては、患者の発生状況・罹患率・生存率等の
把握が必要であるが、これらのデータは既存の統計調査からは入手できないため、がん登録や脳
卒中登録を行う必要がある。平成24年度にがん登録室を健康増進課内から県立病院内に移転・設
置した。

事      業      名

△ 2.3%

健康増進

事業終了
予定年度

経過年数

事業効果

の推移

脳卒中登録件数

成果 ５０～６０歳代のがん死亡率

平均伸び率区　　　　　　分

がん登録件数

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

△ 1,086

　がんや脳血管疾患の予防対策を推進するため、事業を継続する。なお、来年度は事業費（アル
バイト）の見直しを行うこととする。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

［活動指標、成果指標に対する評価］

整理統合

□

□

評価に

基づく

今後の

対　応

□

見　直　し　額

区　　　　　　分

財源内訳

平成２４年度予算額

国　　　　　庫

一　般　財　源
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 健康長寿推進 Ｇ

1 □ ■ H6 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 19 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

83,261 39,900 38,944 7,022

76,299 38,640 59,546 7,022

76,298 38,640 31,580 5,581

243 242 243 244

5,078 5,146 5,064 4,770

1,914 1,856 1,733 1,738

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

2,555

事業効果

の推移

予　算　額　（単位：千円）

講座等受講者数

計 画 の 達 成 状 況

指標

健診利用者数成果

［事業内容］

区　　　　　　分

結果分類

（単位：千円）

決 算 額 の 推 移 △ 50.0%

△ 36.8%
目標値、指標の積算根拠等

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移 △ 50.2%

２４年度

2,555２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

2,520

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

事　業
開　始
年　度

含まれる事業数

事務区分

部（庁）

□ そ の 他

県民健康センターにおける健診による利用者数　目標６，０００人

完　　了

□

平成18年度から運営委託料（指定管理料）は地域福祉課で一本化

[事業の評価]

千　円

　毎年一定数の健診利用者があり、県民の健康づくりの拠点として定着している。
□ 終期の見直し

休　　止

廃　　止 □

□ □

整理統合

財源内訳

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

縮　　減

2,555

□

□

継　　続■

評価に

基づく

今後の

対　応

　利用者のニーズに対応した健診や講座の提供に努めるとともに、効果的な健診機器の整備を進
める。

拡　　充

平成２４年度予算額

 〕　／　整備目標

Ⅲ

事業開始後の見直し状況

△ 2.0%

県　単

その他

補 助 金

指標

0.3%

経過年数

活動 開館日数

平均伸び率

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

国　庫

246

県民健康センター運営事業

[事業目的]

　県民の健康づくりの総合的拠点である県民健康センターについて、運営および維持管理を行う。

[予算額および指標の推移等]

△ 3.1%

そ の 他

　　県民健康センターの運営および維持管理に必要な健診機器等の購入

健康増進

実行予算
事業終了
予定年度

事      業      名

法定受託事務

Ⅲ

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

Ⅳ
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ S26 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 62 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

1,707 2,105 2,223 2,813

2,210 2,362 2,550 2,813

2,183 2,352 2,542 2,535

5,003 5,251 5,639 5,757

92.2% 91.5% 113.0% 90.6%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

（単位：千円）

結果分類

結核健康診断予防接種事業

[事業目的]

　結核の早期発見・予防

２４年度

事務区分

自 治 事 務

[予算額および指標の推移等]

所　　属 健康福祉 感染症・疾病対策

そ の 他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

2,860

経過年数

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

部（庁） 健康増進

　

2,860

  私立学校生徒等の結核検診事業

法定受託事務

事業終了
予定年度

含まれる事業数
事 業
区 分

補 助 金

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

区　　　　　　分 平均伸び率

事      業      名

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

［事業内容］

当 初 予 算 額 の 推 移

事業効果

の推移

活動

受診者数（私立学校等）

成果

所属の

方　針

指標

指標 受診率（私立学校等）

国　　　　　庫

財源内訳

予　算　額　（単位：千円）

計 画 の 達 成 状 況

その他特定財源

一　般　財　源

2,860

　結核健康診断は感染症法で学校長および施設の長に実施が義務づけられており、それにかかる
費用について県が補助することとなっている。また、早期発見が結核まん延防止に有効であるこ
とから事業を継続していく。

県　単

その他

区　　　　　　分 平成２４年度予算額

1.0%

［活動指標、成果指標に対する評価］

Ⅰ

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

 結核対策において定期健康診断による早期発見が有効であるため、より一層の健康診断受診の徹
底を図る必要がある。

〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況

Ⅰ4.8%

14.3%
目標値、指標の積算根拠等

5.2%

6.7%

整理統合□

評価に

基づく

今後の

対　応

継　　続

見　直　し　額

■

□ 拡　　充

 〕　／　整備目標

□

□

□

特　記　事　項

完　　了

　現在の結核患者増加の背景には、「既感染者の高齢者が、体力、免疫力低下によ
り発病」という一因がある。これは、ある程度やむを得ないことであり、対策が有効に
働いていないということではない。
　高齢者からの二次感染による患者増加を防止するために、健康診断をはじめとす
る結核予防対策の強化が必要である。

[事業の評価]

2,860

千　円

□

□

□ そ の 他

終期の見直し

休　　止

縮　　減

廃　　止

－１５－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ S32 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 56 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

344 286 216 216

344 286 216 216

218 216 216 216

9 9 6 6

2 2 2 2

252 214 193 173

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

研修会の実施回数

■

の推移

 〕　／　整備目標

整理統合

□

平成２４年度予算額

216

拡　　充 終期の見直し

見　直　し　額

評価に

基づく

今後の

対　応

□

千　円

継　　続

□□

特別会計
企業会計

会計区分

実行予算

感染症・疾病対策部（庁） 健康増進

事　業
開　始
年　度

事務区分経過年数

国　　　　　庫

一　般　財　源

その他特定財源

結核登録者数

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属 健康福祉

一般会計

結核対策諸費事      業      名

そ の 他

　全国的な結核予防・啓発活動を進める（公財）結核予防会の福井県支部業務を担う(財)福井県
健康管理協会と協力し、広く県民に結核検診の重要性を呼びかけていく。

　結核予防会を通して民間との協力を図り、効果的に結核対策を推進した。また、医療機関から
結核登録者の病状等を把握することにより、結核の再発や二次感染防止を図った。

（単位：千円）

Ⅱ

特　記　事　項

完　　了

財源内訳

216

そ の 他

休　　止

□

□ 縮　　減

24年度～ (財)福井県健康管理協会に業務を移管

[事業の評価]

□

廃　　止

成果

予　算　額　（単位：千円）

指標

□所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

区　　　　　　分 事業開始後の見直し状況

1指標

計 画 の 達 成 状 況

△ 11.8%

事業効果 △ 12.5%

〕　　　＝　　　〔

Ⅳ

Ⅳ

Ⅰ

16街頭キャンペーン実施回数

△ 0.3%

△ 10.4%

活動

結果分類

33.4%

法定受託事務

△ 10.4%

国　庫

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［事業内容］

事 業
区 分

含まれる事業数

216

216

区　　　　　　分

目標値、指標の積算根拠等

県　単

その他

平均伸び率

　１．結核予防活動補助事業　　　　結核予防の啓発活動に対する補助を行う。

補 助 金

[事業目的]

　結核予防および治療の推進に要する経費

[予算額および指標の推移等]

２４年度

事業終了
予定年度

－１６－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ H8 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 17 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

301 351 241 316

301 351 241 316

243 339 193 281

3 2 2 2

10.16 8.26 8.63 6.59

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

含まれる事業数結核対策特別推進事業

そ の 他

健康福祉 健康増進

　２．結核予防技術者地区別講習会開催事業　　東海・北陸ブロックの結核予防事業に従事している技術者に対する講習会を開催し、健康福祉センター技術職員の最新知識と技術の習得を図る。

249

平均伸び率区　　　　　　分

感染症・疾病対策

249

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

△ 1.2%

△ 1.2%

　

結核研究所研修会派遣者数活動

２４年度

結果分類目標値、指標の積算根拠等

　１．治療適正化事業　　　　　　　　　　　　医療機関の医師・看護師等を結核研究所が実施する研修会に派遣し、最新の専門的知識を習得する。

［事業内容］

その他

補 助 金

当 初 予 算 額 の 推 移

事 業
区 分

□

Ⅰ

Ⅱ△ 12.6%

〕　　　＝　　　〔

算出方法　（年末時活動性結核登録者数／新登録患者数）×１２

全国平均有病期間を下回ることを目標（全国平均 9.70）

国　　　　　庫

整理統合

終期の見直し

千　円

□

□

縮　　減

そ の 他廃　　止

□

□

□

休　　止 完　　了継　　続

249

評価に

基づく

今後の

対　応

■

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

見　直　し　額

拡　　充
　おおむね全国平均有病期間を下回る水準を維持している。

　結核対策の推進に必要なことから、事業を継続していく。

特　記　事　項

[事業の評価]

財源内訳 その他特定財源

一　般　財　源

事業開始後の見直し状況

249予　算　額　（単位：千円）

平成２４年度予算額区　　　　　　分

事業効果

 〕　／　整備目標計 画 の 達 成 状 況

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

平均有病期間（ヶ月）

指標

の推移 成果

事      業      名
事　業
開　始
年　度

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 14.0%

△ 8.3%

[事業目的]

　研修の実施による、医療および患者指導の資質の向上および治療の適正化

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

指標

部（庁）

実行予算国　庫

県　単

2

－１７－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

6 ■ ■ M30 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 116 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

18,632 19,550 23,438 27,377

17,377 15,266 15,879 22,803

15,910 13,775 14,862 21,731

314 120 88 343

20 20 20 20

78 43 27 62

0 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

補 助 金

そ の 他

　感染症発生時の健康診断、検病調査および市町の指導
　衛生環境研究センターのＰ３レベル実験室の維持管理
　感染症に関する知識の普及啓発
　感染症患者受入体制の整備
　消毒用機材等の購入
　感染症予防に要した経費の負担

[予算額および指標の推移等]

事　業
開　始
年　度

事      業      名

区　　　　　　分

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

（単位：千円）

国　庫

事務区分
事業終了
予定年度

実行予算含まれる事業数感染症予防事業

［事業内容］

[事業目的]

感染症に関する知識の普及啓発を図り、また、患者発生の際の医療体制、防疫体制、検査体制の整備を図ることによる感染症のまん延防止

その他 法定受託事務

経過年数県　単

法定入院総日数

計 画 の 達 成 状 況

指標

指標

―

Ⅰ

当 初 予 算 額 の 推 移

67.1%

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

20

活動

そ の 他

■ 完　　了休　　止

縮　　減
評価に

基づく

今後の

対　応

15.8%

平成２４年度予算額

　ライフステージに応じた感染症に関する普及啓発を実施するとともに、感染症発生時には感染
拡大防止のための措置や、必要な検査を実施している。また、感染症患者受入体制の整備を進め
た。

□

継　　続

Ⅱ

□

廃　　止 □

拡　　充

区　　　　　　分

8,953

予　算　額　（単位：千円） 17,035

特　記　事　項

平均伸び率

0.0%

17,035

２４年度

16,489 0.5%

2.6%

13.6%

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉 健康増進部（庁） 感染症・疾病対策

財源内訳

[事業の評価]

国　　　　　庫

□

所属の

方　針

その他特定財源

一　般　財　源

8,082

見　直　し　額

整理統合

千　円

終期の見直し
［活動指標、成果指標に対する評価］

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　感染症発生を予防するとともに、発生した場合に迅速かつ適切に対応できるよう事業を継続す
る。

□

□

□

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事業効果

の推移

感染症病床数

１～３類感染症発生数成果

決 算 額 の 推 移

１～３類感染症発生時の検査件数

－１８－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 ■ ■ H20 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

0 67,346 103,008 51,811

39,400 334,157 87,928 36,019

36,742 154,707 76,557 35,445

36,742 54,203 49,038 35,165

0 12 13 3

14 21（35） 17(52) 11(63)

2,581 3,099（5,680） 3,830（9,510） 2,400(11,910)

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

見　直　し　額

 〕　／　整備目標

そ の 他

終期の見直し

継　　続

□

評価に

基づく

今後の

対　応

財源内訳

の推移

357

国　　　　　庫

一　般　財　源

医療機関個人防護具備蓄数（延べ人数分）

計 画 の 達 成 状 況

（単位：千円）

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

 対策推進会議　…　庁内、出先機関、県警本部等関係機関の体制等について、確認・調整の実施
 地域調整会議　…　地域における対策の連絡・対応体制の構築
 普及啓発の推進　…　新型インフルエンザに関する意識啓発

[予算額および指標の推移等]

[事業目的]

［事業内容］

含まれる事業数

[事業の評価]

所属の

方　針

△ 227

□ 縮　　減

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

休　　止

　来年度においても引き続き、新型インフルエンザ対策の課題や今後の対応等について検討する
必要があるため、対策推進会議および地域調整会議を開催するとともに、事業費（会議の開催回
数等）の見直しを行うこととする。 千　円

補 助 金

新型インフルエンザ対策事業

県　単

実行予算

健康増進健康福祉 部（庁）

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

国　庫

一般会計

事      業      名

完　　了

特　記　事　項

拡　　充

人工呼吸器等の整備は平成23年度で終了

■

□

新型インフルエンザ対策の課題や今後の対応等について検討を行った。
□

□

整理統合 廃　　止 □□

□

成果

平成２４年度予算額

指標

人工呼吸器整備数（延べ数）

事業開始後の見直し状況

事業効果

医療機関への補助金額

決 算 額 の 推 移

活動

対策推進会議、地域調整会議の開催 3

区　　　　　　分

その他特定財源

356

713予　算　額　（単位：千円）

［活動指標、成果指標に対する評価］

２４年度

1,742

平均伸び率

△ 31.1%

3.2%

当 初 予 算 額 の 推 移

713

指標

72.3%

区　　　　　　分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移
結果分類

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

△ 34.3%

特別会計
企業会計

会計区分

感染症・疾病対策

129.4%
目標値、指標の積算根拠等

その他

事　業
開　始
年　度

そ の 他

感染症に関する知識の普及啓発を図り、また、患者発生の際の医療体制、防疫体制、検査体制の整備を図ることによる感染症のまん延防止

－１９－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

4 ■ ■ S62 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 26 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

1,748 1,954 1,729 1,720

1,748 1,954 1,729 1,720

1,410 1,231 1,068 1,246

1 1 1 1

1,507 1,094 1,156 1,198

8 10 13 12

0/819 0/625 1/634 3/534

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

委員会開催数

２４年度

11

　エイズ相談および検査事業により感染を早期に発見し、エイズまん延防止のために各方面から
の専門的意見を聴く必要があることから事業を継続していく。また、世界エイズデーやHIV検査普
及週間にあわせたイベントや夜間検査を実施する。受検者の利便性向上のため、即日検査日の増
加やイベント会場での出前検査実施に取り組む。若年層への予防教育充実のため、講演会を見直
した上で学校関係者向け研修会を開催する。

[事業の評価]

所属の

方　針

財源内訳

の推移

706

区　　　　　　分

発見件数／エイズ検査件数

計 画 の 達 成 状 況

平成２４年度予算額

指標

[予算額および指標の推移等]

その他特定財源

区　　　　　　分

［活動指標、成果指標に対する評価］

国　　　　　庫

708

1,414

事業効果

含まれる事業数

エイズ相談件数

委員会出席者数成果

指標

法定受託事務

結果分類目標値、指標の積算根拠等

△ 3.1%

　HIV感染者の早期発見はエイズまん延防止に有効であり、エイズ相談件数は年間1,000件以上、
検査件数は年間600件前後で推移している。

1,414

（単位：千円）

Ⅱ

その他

事業終了
予定年度

経過年数

0.0%

平均伸び率

　３．医療従事者を対象とした研修会の実施

　エイズのまん延防止

エイズ予防事業

□

■

 〕　／　整備目標

特　記　事　項

完　　了

一　般　財　源

拡　　充

企業会計
会計区分

感染症・疾病対策健康増進

□

[事業目的]

△ 4.5%

継　　続

一般会計
特別会計

そ の 他

　１．エイズ予防対策委員会運営費

［事業内容］

　２．健康福祉センターにおいて、無料検査の実施

事　業
開　始
年　度

□

県　単 事務区分

健康福祉

実行予算

部（庁）

整理統合

終期の見直し

〕　　　＝　　　〔

そ の 他

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

国　庫事      業      名

□

補 助 金

千　円

□

見　直　し　額

□ 廃　　止

平成１６年度よりエイズ抗体検査等の検査業務を外部委託。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

縮　　減

休　　止

予　算　額　（単位：千円）

評価に

基づく

今後の

対　応

□

△ 177

1,564

□

Ⅲ

9.8%

△ 6.0%

Ⅰ

福井県エイズ対策実施要綱、エイズ問題総合対策大綱

　４．HIV感染者やエイズ患者からの相談・支援の実施

△ 2.3%

1

決 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動

－２０－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

3 ■ ■ H18 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

5,710 13,606 12,026 16,097

4,210 11,453 11,414 16,097

3,067 10,094 10,336 13,697

106

1,715 1,294 2,232 1,624

9/943 10/817 5/533 3/469

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 廃　　止 □□

■ 縮　　減 終期の見直し

そ の 他

□ 完　　了所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
　肝炎ウイルス感染に起因する死亡者を減らすため、引き続き肝炎に関する正しい知識の普及啓発を行い、
感染予防、適切な受診・受療行動につなげるとともに、早期発見・早期治療を行うため肝炎検査を実施す
る。また、肝炎受給者情報管理システムを用い、適切かつ効率的なデータ管理を行っていく。
　なお、来年度は事業費（旅費）の見直しを行うこととする。

評価に

基づく

今後の

対　応

□

見　直　し　額

拡　　充

[事業の評価]

　Ｂ・Ｃ型肝炎の普及啓発・検査・治療等の総合的な肝炎対策を推進した。
　肝炎治療者に対する医療費助成に関して、助成受給者データ管理のために構築したシステムを
使用し、適切なデータ管理を行った。 □ 継　　続

△ 113

□

□ 休　　止

予　算　額　（単位：千円） 14,101 １９年度　B型肝炎を追加

7,135

財源内訳 その他特定財源 5

一　般　財　源 6,961 ２３年度～　肝炎出前検診の実施

国　　　　　庫

２３年度　肝炎治療受給者管理システムの整備

２０年度～　健康福祉Ｃで行っている肝炎ウイルス検査を医療機関においても実施

指標

の推移 成果

計 画 の 達 成 状 況 〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況

発見件数／肝炎検査件数

区　　　　　　分 平成２４年度予算額 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

平均伸び率

Ⅳ

Ⅳ

結果分類

決 算 額 の 推 移 88.0%

活動 肝炎出前検診の受診者数

事業効果 指標 肝炎相談件数 6.9%

当 初 予 算 額 の 推 移 14,023 36.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 14,101

区　　　　　　分 ２４年度

目標値、指標の積算根拠等
50.1%

（単位：千円）

[事業目的]

　Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルス感染に起因する死亡者を減らす

　３．肝炎対策協議会の設置および開催
　４．肝炎対策協議会審査部会の開催
　５．肝疾患診療連携拠点病院への支援・補助
　６．肝炎治療費助成受給者にかかるデータの管理

［事業内容］

　１．肝炎に関する普及啓発

　２．健康福祉センター、医療機関での無料検査の実施

[予算額および指標の推移等]

事務区分

その他 そ の 他 法定受託事務

自 治 事 務

事業終了
予定年度

事      業      名 肝炎対策事業 含まれる事業数
事 業
区 分

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

健康福祉 部（庁）

事　業
開　始
年　度

健康増進

国　庫 実行予算

感染症・疾病対策

県　単 補 助 金

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

経過年数

所　　属

－２１－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

4 ■ ■ S54 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ー 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 34 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

9,987 10,694 10,885 10,985

9,987 10,694 8,642 10,180

9,987 10,694 8,465 10,043

8 8 8 8

2117 2423 2443 2602

1.7 1.7 1.9 1.7

90.0% 97.3% 98.4% 98.8%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

法定受託事務

県　単

口腔衛生対策事業費 国　庫

２４年度

8,788

［事業内容］

[事業目的]

歯科疾患の予防のため、正しい歯科保健知識の普及、および歯科健診の普及を図る。

そ の 他

活動 8

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

　嘱託医師人件費・・・・・・・・・・・嘱託歯科医師による講習会の開催
　歯を守る週間補助金・・・・・・・・・歯を守る週間を通じて歯科健診、保健指導およびフッ化物塗布等の予防事業や普及啓発活動を実施
　健康な歯を守る「8020運動」事業・・・生涯を通じて歯や口の健康を保つため、ライフステージに応じた効果的な歯科疾患予防を実施
　子どもの歯の健康プロジェクト・・・・保育園、幼稚園でのフッ化洗口および歯磨きや間食指導、むし歯予防の出前指導の実施

[予算額および指標の推移等]

その他

（単位：千円）

□

千　円

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

7.3%

結果分類

Ⅱ

平均伸び率

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

Ⅰ

Ⅱ

アンケート対象：無料歯科健診受診者3.2% Ⅰ

１２歳児歯科健診むし歯数／１２歳児歯科健診受診者数

20年度：妊産婦＋40歳代、21～23年度：妊産婦+20歳以上、24年度：18歳以上

8,788

平成１９年度～　健口づくり発信出前講座開始
平成１５年度～　セルフケアの健口づくり事業開始（平成１８年度完了）
平成１２年度～　歯科保健推進事業補助金開始（平成１８年度完了）

事業開始後の見直し状況

休　　止

0.4%

その他特定財源

　無料歯科健診受診者数は年々増加している。また、むし歯の有病状況も減尐傾向にあることか
ら、歯科保健事業を継続していく。

見　直　し　額

整理統合

完　　了

廃　　止

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

□

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

□

評価に

基づく

今後の

対　応

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

　無料歯科健診事業やライフステージに応じた講座など効果的な歯科疾患予防を実施していく。
　また、子どもの歯の健康に着目した事業を推進していく。

事      業      名

経過年数

含まれる事業数

健康長寿推進

事　業
開　始
年　度

部（庁）

実行予算

補 助 金 事務区分
事業終了
予定年度

健康増進

■

終期の見直し

□

そ の 他

拡　　充 縮　　減

□

継　　続

□

事業効果

イベント実施回数

無料歯科健診受診者数指標

目標値、指標の積算根拠等

歯の衛生週間中のイベント実施回数

△ 2.6%

△ 2.0%

1.6%

0.0%

財源内訳

4,569一　般　財　源

8,788

4,219

予　算　額　（単位：千円）

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

特　記　事　項平成２４年度予算額区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

指標

12歳児の一人平均むし歯数

歯科健診を継続して受けようと思う人の割合

の推移 成果

－２２－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 　　感染症・疾病対策 Ｇ

2 ■ ■ S48 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 40 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

4,003 3,420 3,325 3,415

4,021 5,665 3,368 3,408

2,398 2,240 2,721 2,636

4,466 4,922 5,833 5,895

0 3 2 2

4,249 4,475 4,995 5,792

8 6 6 5

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

財源内訳

一　般　財　源

0.1%

4.5%

3,930

3,965

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

　特定疾患治療研究事業は５６の疾患を対象に実施しており、難病患者数は年々増加し、事業の
ニーズは高い。

審査件数 9.9%

その他特定財源

2,047

[事業の評価]

事業効果

成果

4

国　　　　　庫

△ 16.7%

　 特定疾患等の実態・課題を協議するとともに、公費負担の適正な認定を行う。
　 地域における難病患者の長期在宅療養を支援する。

特　記　事　項

・障害者総合支援法（平成25年4月1日施行）の対象に難病患者等が追加される
ことに伴い、難病患者居宅生活支援事業は平成24年度末をもって廃止

〕　　　＝　　　〔

目標値、指標の積算根拠等

難病患者の相談体制、医療体制の整備を図る。

　 難病対策協議会運営費・・・特定疾患等の実態・課題を協議するとともに、協議会に設置された認定審査部会において、診断書の内容を医学的に審査し、適正な認定を行う。
　 難病患者居宅生活支援事業・・・市町が実施する居宅生活支援事業（ホームヘルプサービス等）に対し補助する。

［事業内容］

[予算額および指標の推移等]

△ 13.9%

11.0%

Ⅳ

結果分類

法定受託事務そ の 他

（単位：千円）

その他

事　業
開　始
年　度

県　単

所属の

方　針

特定疾患対策事業費
事業終了
予定年度

経過年数元気な社会

すぐれた医療と支えあいの福祉

補 助 金

国　庫

[事業目的]

指標

２４年度

事業開始後の見直し状況

指標

の推移

計 画 の 達 成 状 況

平均伸び率

 〕　／　整備目標

3.9%

※目標値設定困難なため特記事項に記載

Ⅰ

Ⅰ

□

休　　止

見　直　し　額

□ そ の 他

□ 完　　了

終期の見直し

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

事      業      名

部（庁）

実行予算

評価に

基づく

今後の

対　応

縮　　減

整理統合 廃　　止□

■ 継　　続

拡　　充 □

　国の難病対策委員会では、法制化も視野に難病対策の抜本的改革にむけた議論を進めてきてお
り、平成２５年１月に提言としてまとめている。具体的な医療費助成の対象疾患や患者の認定基
準などは、今後の検討事項とされているため、今後も国の動向を確認しながら事業実施予定。

1,914

□

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

□

千　円

区　　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

平成２４年度予算額

3,965

認定件数

区　　　　　　分

訪問診療実施人数

在宅福祉事業実施市町

活動

決 算 額 の 推 移

健康増進

含まれる事業数

事務区分

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

－２３－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 　　感染症・疾病対策 Ｇ

1 ■ □ H19 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

4,284 5,236 4,560 4,560

4,284 2,380 4,560 4,560

1,343 1,085 2,536 1,902

10 11 17 15

44 39

24 24 25 25

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

□

□

計 画 の 達 成 状 況

一　般　財　源

[事業の評価]

継　　続 完　　了

□廃　　止

縮　　減 □

□

評価に

基づく

今後の

対　応

　レスパイト入院を受け入れた医療機関および1日3時間以上の訪問看護を行った指定訪問看護事
業所に対し助成を行うことで、安定した在宅療養生活の確保と患者およびその家族の生活の質の
向上が図られた。

千　円

拡　　充

　安定した在宅療養生活を確保するため、引き続き患者およびその家族の身体的・精神的健康を
維持し、在宅療養を支える体制整備を行っていく。

見　直　し　額

■

区　　　　　　分 平成２４年度予算額 事業開始後の見直し状況

国　　　　　庫

特　記　事　項

その他特定財源

2,952

予　算　額　（単位：千円）

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
□ 整理統合

□

936

平成２２年度から在宅でのレスパイトを拡充
平成２４年度から対象者を気管支切開の患者に拡大

財源内訳

3,888

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

〕　　　＝　　　〔

休　　止 □

そ の 他

終期の見直し

 〕　／　整備目標

指標

2.1% Ⅱ

２４年度

当 初 予 算 額 の 推 移

指標

Ⅰ

△ 3.8%

活動

△ 1.4%

事業効果

の推移 成果 難病医療協力病院数

長時間訪問看護利用者数(延べ人数)

26

レスパイト入院者数(延べ人数)

3,888
結果分類

17.6%

3,888 8.1%
目標値、指標の積算根拠等

29.8%

平均伸び率

事業終了
予定年度

事務区分経過年数

決 算 額 の 推 移

　気管切開または人口呼吸器装着を行い、在宅療養を行っている難病患者のレスパイト入院を受け入れた医療機関および１日３時間以上８時間以内の長時間訪問看護を実施した指定訪問看護事業者に対し
て補助する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

自 治 事 務

法定受託事務

［事業内容］

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

　重症難病患者の安定した在宅療養生活の確保と患者およびその家族の生活の質の向上を図る。

[事業目的]

実行予算
事　業
開　始
年　度

事      業      名 重症難病患者在宅療養支援事業 含まれる事業数

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

元気な社会

そ の 他

健康増進健康福祉

県　単

すぐれた医療と支えあいの福祉

所　　属

補 助 金
事 業
区 分

部（庁）

その他

国　庫

－２４－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 　　感染症・疾病対策 Ｇ

6 ■ ■ S48 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 40 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

8,208 8,214 11,031 10,926

8,212 8,337 11,217 11,013

8,212 7,983 10,884 11,002

36 36 37 37

4 4 3 3

2,733 2,710 2,853 2,882

98% 98% 98% 95.4%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

県　単

健康増進

事　業
開　始
年　度

その他

［事業内容］

元気な社会

すぐれた医療と支えあいの福祉

国　庫難病支援センター事業

（単位：千円）

含まれる事業数

[事業目的]

　難病支援センターを拠点とした総合的な難病対策の推進

事務区分

Ⅲ

△ 0.9% Ⅱ

年間３回△ 8.3%

平均伸び率

Ⅱ

Ⅲ

0.9%

1.8%

年間３６回

参加者、利用者の増加

　県内の難病対策の拠点として、患者家族・関係機関からの期待は高いため、引き続き機能充実
を図りながら継続していく。

846

5,056

[事業の評価]

■

その他特定財源

一　般　財　源

□

10,930

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２４年度

8.4%

8.5%

11.5%

〕　　　＝　　　〔

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□

目標100％

 〕　／　整備目標

□

休　　止

見　直　し　額

拡　　充

継　　続 □

整理統合

千　円

特　記　事　項

平成１６年度から新県立病院内に移転し、相談員を１名増員
平成２２年度から就労支援員を１名設置し、就労支援を実施

□ 終期の見直し縮　　減

□

　患者家族や医療機関からの相談や研修会等の参加人数も多く、難病支援センター利用の有効性
は高い。また、重症難病患者の入院から在宅への医療連携についての検討、就労相談支援員によ
る難病患者の就労支援・フォローアップ等を重点的に実施

予　算　額　（単位：千円）

平成２４年度予算額

10,968

5,066

財源内訳

区　　　　　　分

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

指標

そ の 他廃　　止 □

完　　了□

評価に

基づく

今後の

対　応

アンケートによる満足度

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

事      業      名

法定受託事務

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

事業終了
予定年度

経過年数

目標値、指標の積算根拠等

１．難病医療連絡協議会を開催し、地域の医療機関間の連携による難病医療体制の整備を図るとともに、難病支援センター事業の運営について協議する。
２．難病医療従事者等の資質向上のための研修会を開催する。
３．多様な患者ニーズに対応するため、専門医等による定例相談事業の開催とインターネットや機関紙等から難病医療情報等を提供する。
４．難病患者団体連絡協議会に対し、例会・交流会開催時の場の提供やピアカウンセリング事業の委託を行うことにより、活動を支援する。
５．労働関係機関代表者、医療機関代表者、難病患者会代表者、社会福祉関係者等による難病患者就労支援協議会を開催し、難病患者の就労支援体制の整備を図る。
６．就労支援員による、就労支援および労働関係機関等との連絡調整を実施する。

10,968

活動

事業効果

の推移

研修会開催回数

療養生活相談、研修会等参加人数成果

相談会開催回数

指標

－２５－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ H22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 23 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 3 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

597,276

893,385 1,035,961

892,259 940,823

23,396 41,339

26,587 101,814

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

国　庫

所　　属

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

実行予算

補 助 金

部（庁）

Ⅰ

結果分類

健康増進 感染症・疾病対策

目標値、指標の積算根拠等

県　単

法定受託事務

（単位：千円）

平均伸び率

△ 24.1%

△ 56.7%

□

千　円

□

終期の見直し

■□

□□

区　　　　　　分

 〕　／　整備目標

完　　了休　　止

△ 258,327

縮　　減

そ の 他

所属の

方　針

財源内訳

国　　　　　庫

廃　　止

その他特定財源

一　般　財　源

見　直　し　額

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

[事業の評価]

371,227

事業開始後の見直し状況

活動

予　算　額　（単位：千円）

計 画 の 達 成 状 況

371,249

指標

の推移 成果

5.4%

[予算額および指標の推移等]

　子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチンおよび小児用肺炎球菌ワクチンの接種を促進し、疾病の発生を予防する。

国の補正予算を活用して「福井県ワクチン接種緊急促進基金」を設置し、基金を活用してワクチン接種の費用の助成事業を行う市町に対して補助を行う。

その他 そ の 他

事　業
開　始
年　度

自 治 事 務含まれる事業数

76.7%

282.9%

22

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

平成２４年度予算額

健康福祉

□

継　　続

　基金を設置し、市町に対して助成を行うことで、子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチンおよ
び小児用肺炎球菌ワクチンの接種が促進された。

評価に

基づく

今後の

対　応

整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

　平成２４年度をもって終了。今後、予防接種法改正により、定期接種となる。

予防接種対策事業

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

［活動指標、成果指標に対する評価］

２４年度

258,327

指標

事 業
区 分

□

[事業目的]

事業効果 延べ接種回数

事      業      名

拡　　充

接種者数

371,249

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

［事業内容］

－２６－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ S56 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 32 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

293 293 293 725

293 293 293 293

135 249 79 79

1 2 1 1

17 23 17 15

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

39.9%

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

761

761

平均伸び率

38.1%

事 業
区 分

決 算 額 の 推 移

41.0%

2

含まれる事業数予防対策委員会

［事業内容］

２４年度

事      業      名

[事業目的]

感染症サーベイランス事業の適正かつ円滑な遂行による結核および感染症に対する有効かつ的確な予防対策の実施

感染症予防対策委員会の開催

経過年数

Ⅰ

Ⅱ40

結果分類

特　記　事　項

整理統合

拡　　充

□継　　続

そ の 他

事業開始後の見直し状況

完　　了

廃　　止

□

終期の見直し
　結核・感染症に関し、各委員から専門的意見を聴取している。

□

■

□
　各委員からの専門的意見を、今後の結核・感染症対策に反映させる。

評価に

基づく

今後の

対　応

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

見　直　し　額

〕　　　＝　　　〔

千　円

実行予算国　庫

そ の 他

5.4%

所属の

方　針 □□

□縮　　減

休　　止

特別会計
企業会計

会計区分

法定受託事務

事務区分

自 治 事 務

感染症・疾病対策

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
一般会計

事業終了
予定年度

事　業
開　始
年　度

部（庁） 健康増進所　　属 健康福祉

補 助 金

[事業の評価]

国　　　　　庫

平成２４年度予算額

761

その他特定財源

区　　　　　　分

[予算額および指標の推移等]

県　単

区　　　　　　分

事業効果

委員会開催数活動

（単位：千円）

目標値、指標の積算根拠等

その他

37.5%

指標

出席者数成果の推移

指標

 〕　／　整備目標

財源内訳

予　算　額　（単位：千円） 761

一　般　財　源

計 画 の 達 成 状 況

－２７－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

2 ■ ■ S28 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 一 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 60 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

2,721 2,452 2,101 1,903

2,583 2,411 1,926 1,903

2,370 2,088 1,620 1,644

6 5 5 5

3,000 1,000 1,000 1,000

30 27 25 25

100 100 100 83

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

1,674 △ 10.0%

（単位：千円）[予算額および指標の推移等]

２４年度

1,834

事      業      名 ハンセン病療養者福祉事業

[事業目的]
　ハンセン病療養入所者の過去の苦しみを和らげ老後を楽しいものとする。
　ハンセン病に対する知識の普及に努めることにより、県民にハンセン病人権問題に対する思想の普及・高揚を図り、人権の擁護に資する。

［事業内容］
　１、療養所への慰問、里帰り事業の実施
　２、普及啓発活動（講演会、リーフレット配布等）

法定受託事務

　里帰り事業について、入所者の要望を取り入れた上で、負担にならないよう見直しをしながら
継続していく。また、普及啓発や講演会については、多くの参加が得られるよう開催場所等を考
慮しながら実施していく。
　来年度は事業費（旅費）の見直しを行うこととする。

　療養所入所者の高齢化に伴い人数は減っているが、福井県出身者全員に対して慰問、里帰り事
業を行っていく。また、ハンセン病について正しい普及啓発を行っている。

評価に

基づく

今後の

対　応

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

国　庫 実行予算

補 助 金
事 業
区 分

休　　止

△ 9.3%

[事業の評価]

Ⅳ

Ⅳ

終期の見直し

福井県出身者すべて

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

完　　了

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

平成１２年度～人権啓発事業開始

□□

□□ ■拡　　充 縮　　減

□ 継　　続

財源内訳

514

予　算　額　（単位：千円）

平成２４年度予算額

その他特定財源

一　般　財　源 1,160

国　　　　　庫

1,674

の推移 慰問・里帰り参加者

指標 112

22

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

成果

講演会参加者数

見　直　し　額 千　円

そ の 他□

△ 25

廃　　止□ 整理統合 □

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属 健康福祉

含まれる事業数

事務区分
事業終了
予定年度

5

1,000

部（庁）

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

地域保健

平均伸び率

△ 22.2%

健康増進

事　業
開　始
年　度

そ の 他

県　単

その他

経過年数

Ⅳ

△ 5.7%

△ 5.6%

目標値、指標の積算根拠等

福井県出身者のいる療養所すべて

△ 5.8%

△ 10.9%

Ⅱ

結果分類

事業効果 啓発グッズ配布数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動 対象施設数

指標

－２８－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

2 ■ ■ S26 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 62 年 □

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

2,676 2,676 2,572 2,309

2,676 1,921 2,572 2,309

2,294 1,732 2,316 1,760

29 28 28 24

2 2 2 1

307 319 437 417

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

整理統合 □ そ の 他廃　　止 □

□

事業効果

の推移

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成２４年度予算額

2,122

538国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

成果

開催回数

指標

活動

コホート検討会の開催

診査件数

1,584

継　　続■

□
評価に

基づく

今後の

対　応

完　　了休　　止 □所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

見　直　し　額

□

特　記　事　項

拡　　充 縮　　減 □

17年度から診査業務の効率化を図るため、協議会を5か所から1か所に集約する。＊成果指標について

　結核患者に対する服薬確認を軸とした患者支援を推進し、患者および家族の不安解消、感染拡
大防止が図られた。

区　　　　　　分

財源内訳

（単位：千円）

　多剤製結核の発生を予防するため、引き続き服薬確認を軸とした患者支援を推進する。また、
審査会の設置は法律等で定められており、適正な医療および医療費負担を実現するために必要な
ことから事業を継続していく。

目標値、指標の積算根拠等

事　業
開　始
年　度

経過年数

　結核のまん延を防止し多剤耐性結核の発生を予防するため、服薬確認を軸とした患者支援を推進する。
　結核患者の公費負担申請に関する必要な事項の診査

［事業内容］

＊特記事項に記載

 〕　／　整備目標

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉 健康増進

事      業      名

一般会計

計 画 の 達 成 状 況

指標

千　円

□ 終期の見直し

結果分類

平均伸び率

△ 3.2%

△ 4.9%

△ 5.6%2,122

2,122

Ⅱ

Ⅱ

△ 5.9%

△ 16.7%

12.1%

Ⅱ

〕　　　＝　　　〔

19年度より法改正のため診査件数増加 　結核医療費公費負担の適正化のため、診査を行う。

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

法定受託事務

[事業目的]

そ の 他その他

２４年度

[予算額および指標の推移等]

特別会計
企業会計

会計区分

事務区分
事業終了
予定年度

感染症・疾病対策

　結核患者服薬支援事業
　感染症診査協議会（結核部会）における、医療の普及および医療公費負担の適正化を図るための、申請に関する必要事項の診査

結核家庭訪問診査事業

部（庁）

実行予算

補 助 金

国　庫

県　単

含まれる事業数

－２９－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 ■ ■ S26 年度 □

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 62 年 ■

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

1,244 1,935 2,063 2,989

2,070 1,935 2,063 5,802

1,948 892 2,063 5,382

652 573 1,228 832

100.0% 100.0% 100.0% 99.9%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

指標

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円） ・業態者（理美容業者）に対する健診について１７年度から実施せず。

事業開始後の見直し状況

その他特定財源

一　般　財　源 1,947

２３年度からエックス線検査をアウトソーシング

の推移

3,894

1,947国　　　　　庫

平成２４年度予算額

受診率

受診者数

成果

指標

含まれる事業数

決 算 額 の 推 移

活動

事業効果

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

[予算額および指標の推移等]

　患者およびその家族等に対して、健康診断・予防接種・精密検査を実施する。

事務区分

[事業目的]

県　単
事業終了
予定年度

経過年数

平　成　２４　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉 健康増進

国　庫結核定期外健康診断予防接種事業

Ⅰ

特　記　事　項

２０年度からクォンティフェロン検査を導入。

Ⅱ

□ 縮　　減□

千　円

□ そ の 他□ □

休　　止 完　　了

□ 終期の見直し
　結核のまん延防止のためには、健康診断による早期発見が一番有効であり、より一層健診受診
の徹底を図る。

継　　続■

23.3%

△ 0.0%

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

患者家族＋接触者

　結核の早期発見、まん延防止を図っていくためには必要であり、引き続き事業を継続する。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

評価に

基づく

今後の

対　応
見　直　し　額

拡　　充

整理統合

□

廃　　止

□

　公衆に結核を伝染させる恐れの多い者からの感染の防止

法定受託事務

［事業内容］

目標　１００％

34.3%

事      業      名

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

感染症・疾病対策部（庁）

事　業
開　始
年　度

実行予算

補 助 金

そ の 他

結果分類目標値、指標の積算根拠等

その他

（単位：千円）

37.1%

3,894

平均伸び率

79.3%

２４年度

3,894

－３０－


